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訪問薬剤管理指導の実態調査および介入研究 

研究分担者 高橋 寛 岩手医科大学薬学部 臨床薬学講座 地域医療薬学分野 教授 

  

研究要旨 

訪問薬剤管理指導業務においてポリファーマシー対策等の薬学的管理を行う際には、

様々な情報収集が最も重要である。処方内容を始め、重複投与、薬物有害事象、服薬ア

ドヒアランスなど薬物療法に関する情報以外に、認知機能や日常生活動作（ADL）、栄養

状態、生活環境など多角的な視点から患者や薬物治療の評価を行うことが求められる。

また、在宅患者は他職種が関与するため、他職種との情報共有が課題となっている。 

そこで本研究では、薬局薬剤師が訪問薬剤管理指導業務において、どのような業務を

行い、他職種とどのような情報を共有しているか、アンケート調査による実態調査を分

担研究として行った。 

 薬局薬剤師は、残薬確認など服薬管理に関する情報は他職種と非常によく共有してい

た。また、他職種からの情報で、訪問薬剤管理指導に役立った情報としては、病名や検

査値、服薬状況や認知機能を上げていたが、看護状況や患者に関する社会的情報などや

栄養評価や病名告知や口腔ケアなど患者の生活状況に関する情報は役に立つ情報として

優先度が低かった。また、報告書を共有している他職種としては、医師とケアマネージ

ャーが主であり、それ以外の他職種との共有はほとんどされていないことが明らかにな

った。 

その一方で他職種から薬物治療に有益な情報を提供されており、他職種からの情報提

供が有用であることが示されたが、生活状況などの情報を薬物治療の評価に活かしきれ

ていない傾向があった。今後、薬局薬剤師は、実際の薬の飲み込みや使用状況等を直接

確認したり、生活状況から薬物治療を評価することで、他職種に対しさらに有用な情報

を提供できると考える。 

 

 

A．研究目的 

訪問薬剤管理指導業務において、ポリファーマ

シー対策等の薬学的管理を行う際には、様々な情

報収集が最も重要である。処方内容を始め、重複投

与、薬物有害事象、服薬アドヒアランスなど薬物療

法に関する情報以外に、認知機能や日常生活動作

（ADL）、栄養状態、生活環境など多角的な視点から

患者や薬物治療の評価を行うことが求められる。

今回は、薬局薬剤師の訪問薬剤管理指導における

各職種との情報共有に関する実態調査を行い、問

題点を明らかにし、その改善策を提示することを

目的とする。 

 

 

 

B．研究方法 

１．アンケート方法 

個人を特定できないようにした WEB によるアン

ケート調査で行った。URL、QR コードからの電子入

力対応とし、全国の医療機能情報を検索できる情

報サイトより保険薬局宛てに案内葉書を郵送し、

同意した薬局が入力できるようにした。なお岩手

県の保険薬局には、郵送でアンケートの URL、QR コ

ードを配布した。 

 

２．薬剤師へのアンケート調査項目 

アンケート調査項目として以下の項目を設定し

た。 

・あなたは現在、在宅に関する業務に関わっていま

すか 
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・回答者背景（年齢群、経験年数、在宅業務の経験

年数） 

・計画書は多職種で共有しているか 

・訪問時の情報収集・訪問時の業務（対応中の患者

に対して回答者が、服薬や薬剤に関する業務で行

っているもの、その情報は収集した後は多職種で

共有しているか、他職種からの情報で訪問薬剤管

理指導に役にたった情報、訪問薬剤管理指導の報

告書は多職種で共有しているか） 

・多職種連携の現状（対応中の在宅患者に対してど

の職種（薬剤師以外）が訪問介入しているかを把握

しているか 

・訪問薬剤管理指導に関する課題（回答者が、他職

種と連携することに対して不足しているもの 

 

３．アンケート調査期間 

アンケート調査は、2023 年 2 月 1 日～2023 年 2

月 15 日で実施した。 

 

４．研究期間 

実施許可後から 2024 年 3月 31 日 

 

５．研究対象者の抽出 

アンケート調査データから勤務先区分が薬局の

データを抽出し、解析に用いた。 

 

（倫理面への配慮） 

 アンケート調査においては無記名で行ったため、

個人が識別可能なデータは取り扱わないため特別

な倫理的配慮は必要ないと考える。また、本調査は、

国立長寿医療研究センター倫理・利益相反委員会

の承認を得て実施した。 

 

C．研究成果 

１．回答者のプロフィール 

薬局薬剤師 1156 名から回答を得た。回答者の年

齢構成は、30歳代から 50歳代が多く、全体の 81.0%

を占めていた。薬剤師としての経験は 5 年未満か

ら 35年以上まで幅広く分布していたが、在宅医療

の経験年数は多くは 15年未満（88.7%）であり、全

体の約 4 割が 5年未満の薬剤師であった。 

 

２．薬学的管理指導計画書の他職種との共有 

薬剤師の約 7 割が薬学的管理指導計画書（計画

書）を他職種と共用していると回答していた。 

 

３．服薬や薬剤に関する業務で行っていること 

服薬や薬剤に関する業務で行っていることとし

ては、残薬確認（97.2%）と服薬アドヒアランスの

評価（84.5%）、生活状況の聞き取り（食事と睡眠と

排泄など）（95.6%）、服薬指導（86.5%）、薬物療法

の評価（80.2%）と薬物有害事象の評価（副作用）

（85.4%）や相互作用の評価（62.5%）、服用薬のセ

ットに関する情報（79.0%）や処方見直し（調剤方

法変更を含む）の提案内容（60.5%）などは６割以

上の薬剤師が実施していた。その一方で、他医療機

関の処方情報収集（57.6%）や嚥下困難有無の確認

（51.2%）は半数程度、内服実施の確認（36.0%）、

外用・注射薬の手技確認（27.7%）は 4 割以下の実

施であり、服薬動作の援助（15.6%）、口腔内の残薬

の確認（6.0%）などは 2割以下の実施であった。 

 

４．他職種で共有している情報 

他職種で共有している情報は、業務で行ってい

る内容と同じ傾向にあり、残薬確認（88.9%）や生

活状況の聞き取り（86.6%）が最も多かった。一方

で、服薬指導や相互作用の評価は業務としての実

施率はそれぞれ 86.5%、62.5%と高いが、他職種と

の共有率はそれぞれ 64.0%、44.7%と低い傾向にあ

った。逆に、口腔内の残薬の確認や服薬動作の援助

（袋を開ける、口の中に入れる等）は実施率がそれ

ぞれ 6.0%、15.6％と低いにも関わらず、他職種と

の共有率はそれぞれ 100%、81.7%と高かった。 

 

５．他職種からの情報で、訪問薬剤管理指導に役立

った情報 

他職種からの情報で、病名（77.1%）、検査値

（68.6%）など薬物治療の評価に必要な情報や、服

薬状況（68.5%）や認知機能（68.1%）など指示通り

に飲めているかどうかの情報が役立っている情報

であった。また、処方薬の経緯（66.5%）や副作用

歴（54.5%）やアレルギー歴（46.6%）など薬に関す

る情報も他職種から提供されていた。その一方で、

看護状況（50.2%）や患者に関する社会的情報など

（46.8%）、栄養評価（36.8%）や病名告知（29.8%）、

口腔ケア（17.9%）など患者の生活状況に関する情

報は役に立つ情報として優先度が低かった。 

 

６．報告書の他職種との共有 

 訪問薬剤管理指導の報告書は、医師（98.5%）と



 

96 
 

ケアマネージャー（91.5%）と主に共有していた。

また看護職（37.3%）やホームへルパー（9.8%）、介

護士（9.5%）と共有していた。 

 

７．訪問介入を行っている他職種名 

薬剤師が訪問介入を把握している職種としては、

ケアマネージャー（93.9%）、医師（88.7%）、看護職

（86.1%）が多かった。他にも歯科医師（33.2%）、

理学療法士（29.1%）や作業療法士（22.4%）や言語

聴覚士（6.7%）といったリハビリに関連する職種、

そして医療ソーシャルワーカー（26.3%）や管理栄

養士（8.7%）であった。 

 

８．他職種からの患者に関する相談や問い合わせ 

他職種からの患者に関する相談や問い合わせ元

は、ケアマネージャー（80.1%）、看護職（68.4%）、

医師（43.9%）の順番で多かった。 

 

９．他職種と連携することに対して不足している

と感じるもの 

薬剤師が他職種と連携することに対して不足を

感じるものとしては、同じ時間で訪問することが

ない（43.4%）、忙しく相談する時間がない（30.6%）、

担当している多職種を知らず連絡できない（12.2%）

であった。 

 

D．考察 

訪問薬剤管理指導業務において、薬剤師は訪問

前に医師からの情報提供書や処方内容に基づいて

計画書を作成するが、約７割の薬剤師がその内容

を他職種と共有していた。薬学的管理業務は、計画

書に基づいて実施するため、服薬に関する残薬確

認や服薬アドヒアランスの評価、生活状況の聞き

取りなどを行っている。多くの薬剤師が基本的な

業務を行っているが、他医療機関の処方情報収取

が 57.6%と低かった。これは通常、薬局は通院でき

ない患者を在宅医療の対象とし、主治医は一人で

あることが多いため、他医療機関からの処方が少

なかったと考えられた。また、訪問時間が食事の時

間帯を避けているためか、薬剤師は実際に患者が

薬剤を服用する場面や外用剤を使用する場面での

確認をほとんど実施していなかった。今後は、実際

に飲み込み状態を確認したり、服薬後の口腔内の

状況を確認したりすることで、患者により適切な

剤形選択に関与できると思われる。また、バイタル

サインの確認やフィジカルアセスメントに関して

は、ほとんど記述がなかったが、薬物療法の評価に

含めて回答した可能性があった。 

他職種で共有している情報としては、残薬確認

など薬が飲めているかどうかに関する情報や生活

状況などに関する情報を他職種と積極的に共有し

ており、特に実施率が低い業務（口腔内の残薬の確

認や服薬動作の援助）であっても収集した情報を

他職種と共有する傾向が強かった。その一方で、薬

剤師が得意とする服薬指導や相互作用の評価は他

職種との共有率が他の情報と比べ低い傾向に有り、

共有する情報として重要視していない傾向にあっ

た。今後は薬剤師が得意とする情報を他職種と共

有率を高めることと、薬の服用状況を実際に自ら

が確認することが必要と思われる。 

他職種からの情報で、訪問薬剤管理指導に役立

った情報としては、病名や検査値、服薬状況や認知

機能などであった。病名や検査値等は、地域包括ケ

ア病棟や回復期リハビリテーション病棟からの退

院患者において、薬局薬剤師が病院から提供を希

望する優先度が高い情報 1)として認識されている。

本調査からも服薬状況以外の情報は、薬剤師の業

務では入手が困難であることが明確となり、処方

薬の経緯や副作用歴やアレルギー歴など薬に関す

る情報も約半数が他職種から提供されていた。こ

のことは、薬剤師が把握していない薬に関する情

報を多くの他職種が把握しており、薬剤師が服薬

指導内容や相互作用の評価の情報を他職種と共有

率が低かったことを踏まえると、それらに関する

情報は効果的な薬物治療を実践するために必要な

情報と考えられ、積極的に他職種と情報共有する

必要性を強く示していると思われる。 

その一方で、看護状況や患者に関する社会的情

報などや栄養評価や病名告知や口腔ケアなど患者

の生活状況に関する情報は役に立つ情報として優

先度が低かった。薬剤師は、病名や検査値は薬物治

療の評価に活用できるため関心があるが、患者の

生活状況は薬物治療の評価に関係がないと考えて

いる可能性があり、患者の生活状況の情報も薬物

治療を評価する上で重要な情報であることを再認

識する必要がある。 

報告書の他職種との共有に関しては、医師とケ

アマネージャーが主であった。ケアマネージャー

へ報告書を共有していることから、在宅の対象者

の多くは介護保険を使っている65歳以上の患者で
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あり、介護士とも共有していることから一部施設

入所者も対象になっていることがわかる。調剤報

酬（訪問薬剤管理指導）や介護報酬（居宅療養管理

指導）の算定に当たり、医療保険２）では医師・歯科

医師に文書で、また介護保険３）では、医師・歯科医

師に報告した上で、ケアマネージャーへの情報提

供が算定の要件になっていることから、前述の２

職種が多いと考えられる。 

しかしながら、薬剤師が訪問介入を把握してい

る職種としては、数多くの職種が関わっているこ

とがわかった。また、患者に関する相談や問い合わ

せ元の結果からも薬剤師はケアマネージャーとや

り取りをする機会が多いことを示していた。歯科

治療においてはビスホスホネート製剤や抗凝固薬

などを服用している場合や、訪問リハビリにおい

ては運動機能に影響を与える薬剤４）を服用してい

る場合には、服用薬剤の情報提供を行う必要があ

る。しかしながら本調査結果からは、これらの職種

とは報告書の共有はほとんどしていないため、お

薬手帳による情報提供も含め、今後他職種の役割

を理解した上で必要な情報を積極的に提供するこ

とを検討する必要がある。 

 

E．結論 

訪問薬剤管理指導業務において薬局薬剤師は、

基本的な業務を行い計画書や報告書を必要な他職

種と情報共有を行っていたが、医師やケアマネー

ジャーが主であり、今後はそれ以外の他職種と情

報共有を行うことが重要と考えられる。また、薬

物治療に有益な情報の一部を他職種から提供され

ており、他職種からの情報提供が有用であること

が示された。しかしながら、提供された情報を薬

物治療の評価に活かしきれていない傾向があっ

た。今後、薬局薬剤師は、実際の薬の飲み込みや

使用状況等を直接確認したり、生活状況から薬物

治療を評価することで、他職種に対しさらに有用

な情報を提供できると考える。 

 

F．研究発表 

1．論文発表：なし 

2．学会発表：なし 

 

G．知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得：なし 

2. 実用新案登録：なし 

3. その他：なし 
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